多様なパートナーシップによるイノベーティブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究報告書(2)　行政調査（平成26-27プロジェクト研究調査報告書） by 国立教育政策研究所












































 荻野 亮吾（東京大学高齢社会総合研究機構特任助教） 
 須原 愛記（文部科学省生涯学習政策局情報教育課課長補佐） 
丸山 英樹（上智大学グローバル教育センター准教授） 
豊  浩子（ビジネスデザイン企業イデスト取締役・明治学院大学国際学部講師） 
研究分担者  
【所内】 
 井上 昌幸（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官） 
小松 幸恵（国立教育政策研究所生涯学習政策研究部総括研究官） 
笹井 宏益（国立教育政策研究所生涯学習政策研究部部長） 
 福本  徹（国立教育政策研究所生涯学習政策研究部総括研究官） 
 松尾 知明（国立教育政策研究所初等中等教育研究部総括研究官） 
屋敷 和佳（国立教育政策研究所教育政策・評価研究部総括研究官） 
【所外】 
 青山 貴子（山梨学院大学現代ビジネス学部准教授） 
 井上 豊久（福岡教育大学教育学部教授） 
金藤ふゆ子（文教大学人間科学部教授） 
 神田 園子（西東京市教育委員会教育部社会教育課社会教育主事） 
 小平さち子（日本放送協会放送文化研究所上級研究員) 
 近藤 真司（一般財団法人日本青年館公益事業部「社会教育」編集長） 
 坂口  緑（明治学院大学社会学部教授） 
 左京 泰明（特定非営利活動法人シブヤ大学学長） 
 佐藤 智子（東京大学大学院教育学研究科特任助教） 
 野村  和（武蔵野短期大学幼児教育学科准教授） 
 長谷川和宏（株式会社リバネス執行役員） 
 堀野 亘求（認定特定非営利活動法人大阪 NPO センター事務局長，特定非営利活動 
法人関西国際交流団体協議会事務局長） 
 森  利枝（独立行政法人大学評価・学位授与機構研究開発部准教授） 












      【１章】 
井上 昌幸（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官） 
【第５章・第 10章・第 11章】 
今村 聡子（国立教育政策研究所フェロー，東京大学総合企画部経営支援担当部長） 
【第６章・第 11章】 
金藤ふゆ子（文教大学人間科学部教授）   【第８章】 
神田 園子（西東京市教育委員会教育部社会教育課社会教育主事） 
【第４章・第５章・第 11章】  
小松 幸恵（国立教育政策研究所生涯学習政策研究部総括研究官） 
【第７章】 
佐藤 智子（東京大学大学院教育学研究科特任助教）   【第９章】 
立田 慶裕（国立教育政策研究所客員研究員，神戸学院大学人文学部教授） 
手塚 博子（国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育特別調査員） 
      【第３章・第５章】 














































  平成 28年３月              
                  研究代表者  
          岩崎 久美子 
 
  
目  次 
 
 
第１章 調査の概要      岩崎 久美子……………… ３ 
第２章 中間支援組織について     堀野 亘求・吉川理恵子… ６ 
第３章 調査の枠組み      荻野 亮吾…………………14 
第４章 調査結果の概要      荻野 亮吾・中村 由香… 22 
第５章 中間支援組織の基本状況     井上 豊久…………………56 
第６章 NPO等への支援の特徴     井上 豊久…………………73 
第７章 多様な組織・機関との連携・協働の状況   中村 由香…………………80 
第８章 教育の領域における連携・協働の状況   荻野 亮吾…………………96 
第９章  政策的インプリケーション    堀野 亘求・吉川理恵子…106 
 
資 料 
Ⅰ．調査票                   ……………………………110 
Ⅱ．単純集計表                 ……………………………131 
 
 3 
第 1章 調査の概要 
 
















































    Ⅴ．生涯学習・社会教育に関する計画の策定について 
    Ⅵ．社会教育委員の会議，生涯学習審議会の設置，及び 
  青少年の策定過程への参画について 
    Ⅶ．教育関連の事業内容 
    Ⅷ．企業・NPO 等との連携・協働の実態 
    Ⅸ．企業・NPO 等との連携・協働の利点・課題 












  調査票配布数   47件 
  回収数（回収率）  46件（97.9％） 
  有効回答数（有効回答率） 45件（95.7％） 
 
（２） 市区町村 
調査票配布数   1,737件 



















１.政令指定都市 20 14 14 1.1 70.0 
２.中核市 45 41 41 3.2 93.2 
３.特例市 39 24 24 1.9 74.4 
４.上記 1.2.3.以外の市 686 555 551 42.7 79.4 
５.東京都特別区 23 21 21 1.6 91.3 
６.町 742 528 525 40.7 70.9 
７.村 182 113 113 8.8 62.1 
 合 計 1,737 1,296 1,289 100.0 74.3 
・政令指定都市：要件として人口 50万以上の市のうち政令で指定 
・中核市：要件として人口 20万以上の市の申出に基づき政令で指定 
・特例市：地方自治法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 42号）による特例市制度の廃止（平成 27























（１） 人口規模 （Q１） 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































35.6 26.7 8.9 11.1 11.1 
4.4 


























































































































































































































































































































































































められる。                       

































































































年 4 月現在で全都道府県及び 98.6％の市区町村で策定済みであること(３)，「６．教育基本
法に基づく計画（教育振興基本計画）」については平成 27（2015）年３月現在（市区町村は





































合計 62 16 2 12 5 5 10 5 7
都道府県 6 1 - - 1 2 1 - 1
市・特別区 40 9 1 11 3 3 9 2 2
町・村 16 6 1 1 1 - - 3 4
A.委員就任
1 - - - 1 - - - -
B.パブリックコメント
（青少年対象） 3 - - 1 - - 2 - -
C.意見聴取（ヒアリング、懇談
会、意見交換会など） 12 5 1 1 - 1 2 - 2
D.青少年同士の意見交換（ワー
クショップ、子ども会議など） 9 2 - - 2 - 3 2 -
E.多様な表現方式での意見表明
（作文・絵画コンクールなど） 3 3 - - - - - - -
F.意識・実態・ニーズ調査


































































発に展開され」（大杉, 2010），NPO 法人公共政策研究所の調査(10)によると，平成 26(2014)
年 12 月 31日現在で 320 市区町村において自治基本条例が制定・施行されている。しかし，
その中で「ニセコ町まちづくり基本条例」（第 11 条に「満 20歳未満の町民のまちづくり
に参加する権利」を規定）のように未成年者の行政参加を規定するものは例外的である。
従って，本調査において「１．総合計画」に青少年の参加ありとして回答した 16団体のう
(1)８年以上　　　　（　　年） 4 14.3% 230 30.5% 145 30.7% 85 30.2%
(2)８年未満４年以上（　　年） 9 32.1% 489 64.9% 304 64.4% 185 65.8%
(3)４年未満１年以上（　　年） 0 0.0% 11 1.5% 5 1.1% 6 2.1%
(4)策定していない 8 28.6% 16 2.1% 12 2.5% 4 1.4%
	 	 	 未回答 7 25.0% 7 0.9% 6 1.3% 1 0.4%
合計 28 100.0% 753 100.0% 472 100.0% 281 100.0%
(1)３年以上　　　　（　　年） 7 25.0% 609 80.9% 377 79.9% 232 82.6%
(2)２年 0 0.0% 17 2.3% 10 2.1% 7 2.5%
(3)１年 3 10.7% 29 3.9% 22 4.7% 7 2.5%
(4)策定していない→Ｑ５− １へ 12 42.9% 86 11.4% 53 11.2% 33 11.7%
	 	 	 未回答 6 21.4% 12 1.6% 10 2.1% 2 0.7%
合計 28 100.0% 753 100.0% 472 100.0% 281 100.0%
(1)３年以上　　　　（　　年） 1 3.6% 130 17.3% 64 13.6% 66 23.5%
(2)２年 1 3.6% 20 2.7% 13 2.8% 7 2.5%
(3)１年 5 17.9% 461 61.2% 298 63.1% 163 58.0%
(4)ローリングしていない 3 10.7% 46 6.1% 36 7.6% 10 3.6%
	 	 	 未回答 18 64.3% 96 12.7% 61 12.9% 35 12.5%
合計 28 100.0% 753 100.0% 472 100.0% 281 100.0%
(1)住民が運営する会議（具体的に　　　） 0 0.0% 136 18.1% 91 19.3% 45 16.0%
(2)行政が運営する会議（具体的に　　　） 13 46.4% 437 58.0% 293 62.1% 144 51.2%
(3)審議会の委員 13 46.4% 680 90.3% 433 91.7% 247 87.9%
(4)アンケート調査 21 75.0% 647 85.9% 419 88.8% 228 81.1%
(5)パブリック・コメント 24 85.7% 555 73.7% 396 83.9% 159 56.6%
(6)関わっていない 0 0.0% 1 0.1% 0 0.0% 1 0.4%
(7)その他（具体的に　　　） 10 35.7% 163 21.6% 122 25.8% 41 14.6%






























 NPO 法人子どもの権利条約総合研究所調べによる 39 の「子どもの権利条例」のうち，
子どもに関する施策推進のため等の行政計画の策定を義務付け，かつその策定に当たって








































































Koyoukintoujidoukateikyoku/26syuukeikekka.pdf> （最終閲覧日：平成 27(2015)年 11 月 30
日） 
４ 文部科学省調べ <http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/doc.htm> （最終閲覧日：平成
27(2015)年 11 月 30 日） 
５ 子どもの権利条約総合研究所「子どもの権利条約等を制定する自治体一覧」 
<http://homepage2.nifty.com/npo_crc/siryou/siryou_jyorei.htm> （最終閲覧日：平成





７ 平成 15 年 8 月 22 日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知（雇児発第 0822004 号）「『地域行動
計画策定に当たっての留意事項』について（通知）」 
<http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/syousika/030819/dl/3.pdf> （最終閲覧
日：平成 27(2015)年 11 月 30 日） 
８ 財団法人子ども未来財団（2003）『地域行動計画策定の手引き』
<http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/syousika/030819/2.html> （最終閲覧日：
平成 27(2015)年 11 月 30 日） 
９ 日本生産性本部（2012）「地方自治体における総合計画の実態に関するアンケート調査」 調査結
果報告書<http://consul.jpc-net.jp/jichitai/report01.pdf> (最終閲覧日：平成 27(2015)年 11 月
30 日) 
10 NPO 法人公共政策研究所（2011）「自治基本条例の都道府県別普及状況（平成 26 年 12 月 31 日
現在）修正版」<http://koukyou-seisaku.com/image/2014jiti2.pdf> (最終閲覧日：平成






12  高等学校等の生徒による政治的活動等については，昭和 44 年 10 月 31 日付け文部省初等中等教
育局長通達「高等学校における政治的教養と政治的活動について」がその適否の根拠とされていた


































13  平成 27 年 10 月 29 日付け文部科学省初等中等教育局長通知「高等学校等における政治的教養の
教育と高等学校等の生徒による政治的活動等について」 







研究科研究年報, 53, 2, 51-74 
正木卓（1999）「〈政策ネットワーク〉の枠組み―構造・類型・マネジメント―」同志社政策科学研









































































40.0% タ 高齢者の地域への参画の推進 40.0% 




































エ 土曜日における学校の授業の実施（土曜授業・土曜日の課外授業） 0.0% 0.1% 
ク 学校と地域等との連携担当教職員の配置 0.0% 0.1% 
ウ 地域住民や保護者等が学校運営に参画する仕組み（コミュニティスクール） 0.0% 0.4% 
ア 地域，保護者が学校を支援する仕組み（学校支援地域本部など） 0.0% 0.9% 

































66.7% 25.4% （２位） 




















































社会資源を活用した土曜日の教育支援体制等構築事業」（平成 26 年度新規事業 1,333 百万
円）が，土曜教育コーディネーターや土曜教育推進員を配置し，年間 10回程度の体系的・
継続的プログラムの実施を通じて，土曜日の教育支援体制等を構築する，小学校 3,000校

















































































ソ 男女共同参画の推進 18.7% 59.3% 0.9% 22.9% 2.2% 

















都道府県 53.3% 2.2% 37.8% 11.1% 4.1% 











 図表７－８ 地域・保護者が学校を支援する仕組み（学校支援地域本部など）と 
地域コーディネーターの養成・研修 
















都道府県 40.0% 0.0% 66.7% 13.3% 




都道府県 31.1% 4.4% 66.7% 6.7% 




























































るよう学校教育法施行規則の改正等を行うとの方向性が示され，平成 25 年 11 月 29 日に
同規則改正が公布・施行されたところである。 





























































 この学校司書については，平成 26 年 6 月 27日公布・平成 27 年 4 月 1 日施行の学校図
書館法の一部を改正する法律において，各学校への配置が努力義務として定められた。 

















【参考資料】（ウェブサイトについてはすべて 2015 年 12 月確認） 
（１）学校を核とした地域力強化プラン関連 
文部科学省生涯学習政策局 （2014）「１．学校を核とした地域力強化プラン」『平成 27 年度
概算要求の説明』2014 年 8 月発表 pp.2-7. 
<http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2014/08/28/13516
50_9.pdf> 文部科学省（2015）「平成 27 年度文部科学関係予算（案）主要事項」2015 年 1 月
発表 
<http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2015/03/11/13546




文部科学省・厚生労働省（2007）「「放課後子どもプラン」の推進について（平成 19 年 3 月
14 日付，文部科学省生涯学習政策局長，厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連盟通知 ）」 
<http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/kosodate13/dl/kosodate-a.pdf> 
文部科学省・厚生労働省 放課後子ども総合プラン連携推進室（2014）「「放課後子供教室」
の実施状況に関して 」2014 年 12 月現在（最新資料） 
<http://manabi-mirai.mext.go.jp/houkago/enforcement.html> 
（３）学校支援地域本部関連 
中央教育審議会（2008）「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」平成 20 年 2 月
19 日答申 
<http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1216131_1424.html>
（2015 年 12 月確認） 
文部科学省・厚生労働省 放課後子ども総合プラン連携推進室（2014）「「学校支援地域本





文部科学省（2010）「平成 22 年度行政事業レビュー配付資料 11.学校支援地域本部事業」





ーム」最終まとめ」平成 25 年 9 月 30 日 
<http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/
10/10/1340047_6.pdf> 
文部科学省（2014）「平成 26 年度文部科学関係予算（案）主要事項」2014 年 1 月発表 pp.8. 
<http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2014/01/10/13432
18_2_1.pdf> 









 生涯学習政策をすすめるために，地方自治体が企業や NPO 等とパートナーシップを構
築することは生涯学習環境の基盤形成や学習条件の整備を図る上で極めて重要である。そ
の重要性や必要性は，これまでの国の答申においても重ねて指摘されてきた（生涯学習審


































図表８－１ 教育委員会と企業との連携・協働の分野・事業－上位 10 位の比較－  
(複数回答) 
都道府県教育委員会 (n=45) 市区町村教育委員会 (n=1,289) 
１位 キャリア教育・職業教育支援(64.4%) 1 位 行っているものはない(21.1%) 
２位 家庭教育支援(48.9%) ２位 キャリア教育・職業教育支援(19.8%) 
３位 学校での授業支援(42.2%) ３位 学校での授業支援(10.9.%) 










８位 スポーツ振興(22.2%) ８位 地域における学習支援(5.2%) 
９位 ICT 教育(17.8%) ９位 文化振興(4.7%) 
10 位 読書推進や振興のための活動(13.3%) 10 位 環境教育(4.1%) 
10 位 科学技術に関する教育(13.3%）  
10 位 障害者支援(13.3%) 




















図表８－２ 教育委員会と企業との連携・協働の分野・事業－下位５位の比較－  
(複数回答) 




１位 大人の居場所づくり(0%) ２位 地域支援人材の育成(0.5%) 
３位 国際協力，外国人支援(2.2%) ２位 大人の居場所づくり(0.5%) 
３位 住民同士のネットワーク形成(2.2%) ４位 他の教育関連組織・団体への助成(0.8%) 
３位 他の教育関連組織・団体への助成(2.2%) ５位 復興支援(0.9%) 





（２） 都道府県・市区町村教育委員会と NPO 等との連携・協働の実態 























図表８－３ 教育委員会と NPO 等との連携・協働の分野・事業－上位 10 位の比較－  
(複数回答) 





２位 家庭教育支援（42.2%） １位 スポーツ振興(25.6%) 
３位 キャリア教育・職業教育支援(37.8%) ３位 文化振興(19.2%) 
４位 地域における学習支援(35.6%) ４位 行っているものはない(18.5%) 




７位 学校での授業支援(33.1%) ７位 家庭教育支援(14.5%) 
８位 スポーツ振興(31.1%) ８位 学校での授業支援(12.1%) 
９位 防災教育(26.7%) ９位 子ども・若者の居場所づくり(11.1%) 









図表８－４ 教育委員会と NPO 等との連携・協働の分野・事業－下位５位の比較－  
(複数回答) 
都道府県教育委員会 (n=45) 市区町村教育委員会 (n=1,289) 
１位 住民同士のネットワーク形成(4.4%) １位 復興支援(1.3%) 
２位 国際協力，外国人支援(6.7%) ２位 消費者教育(2.4%) 
２位 大人の居場所づくり(6.7%) ３位 ICT 教育(2.6%) 
４位 復興支援(8.9%) ４位 大人の居場所づくり(3.0%) 
５位 消費者教育(11.1%) ５位 その他(4.0%) 













（３） 企業，NPO 等との連携・協働に基づく教育委員会の分類 
① 連携指数による教育委員会の分類枠組み 


























図表８－５ 企業連携指数，NPO 連携指数による教育委員会の分類枠組み 















 企業連携指数と NPO 連携指数による分類枠組みを用いて，都道府県教育委員会の分類
を試みた。都道府県教育委員会の企業連携指数，NPO 連携指数の記述統計を算出した結





ており，かつ NPO 等との連携・協働も７領域以上実施する教育委員会を意味している。 
 
図表８－６ 都道府県教育委員会の企業連携指数，NPO 連携指数の記述統計 
 度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
企業連携指数 45 .00 21.00 4.3778 4.00164 








Ⅰ企業・NPO 連携高群 ⅡNPO 高，企業低連携群 
































理」「教育関連事業の委託」がいずれも約 20 %を占めて比較的高い結果となった。 


















図表８－８ 教育委員会別企業・NPO 等との連携・協働の手段・方法 
―上位５位の比較― 
 都道府県教育委員会 (n=45) 市区町村教育委員会 (n=1,289) 

























































































a.大規模都市 100 2.3100 2.72176 df= 3 
検定統計量
=100.007 
P < .001 
*** 
 a>b>, a>c, a>d, 
 b>c, b>d, 
        
b.大規模都市以外の市 551 1.2904 2.25773 
c.町 525 .7371 1.45789 
d.村 
113 .3982 .76228 
NPO連
携指数 
a.大規模都市 100 5.4300 4.95690 df=3 
検定統計量
=190.513 
P < .001 
*** 
a>b, a>c, a>d, 
b>c, b>d, c>d 
b.大規模都市以外の市 551 3.2686 3.98366 
c.町 525 1.6419 2.72698 
d.村 
113 .6195 1.24870 
 
































Β       Exp(B) 
モデル２ 
（大規模都市） 
β      Exp(B) 
モデル３ 
（市） 
β      Exp(B) 
モデル４ 
（町） 
Β      Exp(B) 
モデル５ 
（村） 
Β      Exp(B) 
都市規模４群 有 無 無 無 無 
社教主事数〈0 人〉 
       1 人 
        2 人以上 
 
-.527    .590** 
-.138    .871 
 
-.597      .550 
-.426      .653 
 
-.214      .807 
-.148      .862 
 
-.850      .427* 
-.159      .853 
 
-1.867      .155+ 
-1.242      .289 
条例 D  -.682    .506*** -.928      .395 -.668      .513** -.489      .613  
生涯学習審議会 D -.698    .497** -.424      .654 -.698      .498* -.760       .468* -2.302      .100** 




-.475    .622 
.170 
969 
1.385     3.997 
.100 
79 
.639      1.895 
.060 
386 
3.076     21.673 
.062 
417 
2.704     14.943 
.144 
87 
注：D はダミー変数，〈 〉内は基準値，村の場合，条例 D はすべてが 0（なし）のため統計量が算出できない。 
+ p<.1， * p<.05, **p< .01, ***p<.001 
 




















度数 170 29 199 
% 85.4% 14.6% 100.0% 
調整済み残差 ** **  
社会教育主事発令数 
1人 
度数 131 43 174 
% 75.3% 24.7% 100.0% 
調整済み残差    
社会教育主事発令数 
2人以上 
度数 60 24 84 
% 71.4% 28.6% 100.0% 
調整済み残差 * *  
注：企業連携指数低群は0，企業連携指数高群は2以上を意味する。 
各セル内の＊は残差分析の結果 * p< .05, **p <.01 を意味する。 
 
 NPO 連携指数について，同様に教育委員会の人的要因や制度的条件整備の規定力を分
析した。図表８―12 は，市区町村教育委員会のサンプルを NPO 連携指数を基に３分位数







た b.連携・協働に関する条例の制定や c.生涯学習審議会は NPO 連携指数を高める効果が

























β      Exp(B) 
モデル３ 
（大規模都市以外の市） 








β      Exp(B) 
都市規模４群 有 無 無 無 無 
社教主事数〈0 人〉 
       1 人 
        2 人以上 
 
-.607    .545** 
-.012    .998 
 
-.299     .741 
-.704     .495 
 
-.542      .582+ 
-.131      .877 
 
-.575      .563 
.132     1.141 
 
17.277    3.1×107 
19.164    2.1×107 
条例 D  -1.517   .219*** -1.298    .273+ -1.232    .292*** -2.293     .101*** -23.242     .000 
生涯学習審議会 D -.703    .495** 1.384    3.992+ -1.022    .360** -.670      .512 -1.659      .190 




-.249    .780 
.341 
764 
1.334    3.795 
.186 
64 
2.163    8.694 
.145 
290 
1.757     5.793 
.124 
328 
3.698     40.381 
.373 
82 










度数 61 52 113 
% 54.0% 46.0% 100.0% 
調整済み残差 * *  
社会教育主事 
1人 
度数 59 64 123 
% 48.0% 52.0% 100.0% 
調整済み残差    
社会教育主事 
2人以上 
度数 34 62 96 
% 35.4% 64.6% 100.0% 
調整済み残差 ** **  
注：NPO連携指数高群は4以上，NPO連携指数低群は0を意味する。   
表中セルの＊は，残差分析の結果 *P < .05, **p<.01を意味する。 
 
 図表８－14は，図表８－12 の回帰分析において，大規模都市以外の市と町で規定力が認






















度数 123 97 220 
% 55.9% 44.1% 100.0% 
調整済み残差 ** **  
条例の制定 
あり 
度数 25 68 93 
% 26.9% 73.1% 100.0% 




度数 257 72 329 
% 78.1% 21.9% 100.0% 
調整済み残差 ** **  
条例の制定 
あり 
度数 5 13 18 
% 27.8% 72.2% 100.0% 
調整済み残差 ** **  






























































第９章 教育委員会と企業・NPO 等との連携・協働の利点と課題 
 
１. はじめに 




















 都道府県における連携・協働の利点について，企業と NPO 等との間の特徴を見てみると，
連携・協働の相手が企業であっても NPO 等であっても，「専門的な知識・ノウハウが得ら
れる」（企業・NPO 等いずれも 75.6％），「ネットワークが広がる」（企業 66.7％／NPO 等
68.9％），「お互いの強みをより生かせる」（企業 55.6％／NPO 等 62.2％），「事業の中で必
要な支援が得られる」（企業 53.3％／NPO 等 62.2％）という利点を強く認識している。 
企業と NPO 等とを比較すると，NPO 等との連携・協働の特徴としては，「地域活動の担
い手を育てられる」（企業 28.9％／NPO 等 48.9％），「お互いに成長できる」（企業 37.8％
／NPO 等 46.7％）「人手不足を解消・改善できる」（企業 15.6％／NPO 等 28.9％）が利点
として認識されている。企業との連携・協働においては，「事業の社会的インパクトが増す」










 連携・協働の課題については，企業においても NPO 等においても，「適切なパートナー
の選択が難しい」（企業 33.3％／NPO 等 37.8％）という点がもっとも多くなっている。な
お，「連携・協働のニーズの把握が難しい」（企業 31.1％／NPO 等 24.4％），「共通の目的を
設定するのが難しい」（企業 26.7％／NPO 等 15.6％）という点が課題として認識されてい
るのが企業との連携・協働の特徴と言える。 
一方で，NPO 等との連携・協働においては，「連携・協働のニーズの把握が難しい」とい
う課題よりも，「企業や NPO 等の人材が不足している」（企業 11.1％／NPO 等 28.9％），
「知識や情報が不足している」（企業 24.4％／NPO 等 26.7％），「共通の評価設定ができな











































































トワークが広がる」（企業 31.4％／NPO 等 43.5％），「地域活動の担い手を育てられる」（企
業 9.1％／NPO 等 31.7％）という点が利点として強く認識されている。その他，「お互いに
成長できる（企業 15.1％／NPO 等 27.8％），「人手不足を解消・改善できる」（企業 16.2％／
NPO 等 27.5％），「お互いの強みをより生かせる」（企業 25.8％／NPO 等 31.8％）という点














































































図表９－３ 企業・NPO 等との連携・協働の利点・効果（市区町村） 
 
② 連携・協働の課題 
 市区町村における連携・協働の課題については，「特になし」（企業 18.5％／NPO 等 19.1％）
という回答の割合が最も高かった。続いて「連携・協働のニーズの把握が難しい」（企業
18.5％／NPO 等 18.3％），「適切なパートナーの選択が難しい」（企業 15.7％／NPO 等
14.5％），「どのように連携・協働をしてよいかわからない」（企業 14.4％／NPO 等 12.6％）
などとなっている。 
NPO 等との連携・協働の課題としては「人材が不足している」（企業 7.1％／NPO 等
19.6％），「企業・NPO 等の予算が不足している」（企業 3.9％／NPO 等 12.2％）点が企業
と大きく異なっている。その他，「継続的な資金を獲得できない」（企業 7.1％／NPO 等
11.2％），「適切な役割分担ができない」（企業 5.0％／NPO 等 9.0％）点が特徴的である。 
一方，企業との連携・協働では，「共通の目的を設定するのが難しい」（企業 13.5％／NPO
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（１）企業連携指数と NPO 連携指数の間には強い相関がある（相関係数は，都道府県では 0.807，市区町

















































































































































































































































































































































































































































































































































第 11章 政策的インプリケーション 
 
11‐1 国に向けて 






（１） ニーズと企業や NPO 等の事業とのマッチング支援 






ニーズと企業や NPO 等の事業とのマッチング支援が必要であろう。 













































































































































































































































































































平成 27 年 7 月 






















【調査主体】 文部科学省 国立教育政策研究所 生涯学習政策研究部  
文部科学省 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター  
【調査期間】 平成 27 年７月 31 日（金）〜平成 27 年８月 31 日（月） 
【回答の仕方】次の２つの方法のうち，どちらか一方の方法で，調査期間内に御回答ください。 
① 下記 URL にアクセスし，Web 上で御回答ください。 
     http://www.shogai.nier.go.jp/gyoseichosa.html 
② 調査票を同封の返信用封筒にて御返送ください。 































                              
記入者のお名前（ふりがな），役職を御記入ください。 
お名前
ふ り が な
：              所 属：         役 職：         
連絡先を御記入ください。 
〒 

















































１ ２ ３ ４ 
イ 生涯学習振興施策 １ ２ ３ ４ 
ゥ 文化財保護 １ ２ ３ ４ 
エ 青少年教育事業 １ ２ ３ ４ 
オ 男女共同参画教育事業 １ ２ ３ ４ 
カ 高齢者教育事業 １ ２ ３ ４ 
キ 人権教育事業 １ ２ ３ ４ 
ク スポーツ振興事業 １ ２ ３ ４ 
ケ 文化施設（文化会館等） １ ２ ３ ４ 
コ スポーツ施設  (※１) １ ２ ３ ４ 
サ 生涯学習推進センター  １ ２ ３ ４ 
シ 図書館 (※２) １ ２ ３ ４ 
ス 博物館 (※３) １ ２ ３ ４ 
セ 青少年教育施設 １ ２ ３ ４ 
ソ 男女共同参画教育施設 １ ２ ３ ４ 
タ その他の社会教育施設 １ ２ ３ ４ 
※１ ここでいう「スポーツ施設」には，学校施設を含みません。 
※２ ここでいう「図書館」は，私設・民設の図書館やその他の図書館類似施設を含みません。 
※３ ここでいう「博物館」は，私設・民設の博物館やその他の博物館類似施設を含みません。  
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３．職員について                                  
Ｑ４．貴教育委員会において，現在，社会教育主事として発令されている者は何名いますか。
人数を御記入ください。 

























（                                 ） 
 
 





























全委員数（    ）名   













全委員数（    ）名   


















①  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月
（        ） 
②  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月
（        ） 
③  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月















































































１ ２ ３ 4 
セ 教育関連事業・施設への講師派遣 １ ２ ３ 4 
ソ 男女共同参画の推進 １ ２ ３ 4 
タ 高齢者の地域への参画の推進 １ ２ ３ 4 








例 エ 土曜授業への企業の出前講座 
１   
２   
３   
４   






























 ➀企業 ②ＮＰＯ等 
ア．学校での授業支援   
イ．地域における学習支援   
ウ．キャリア教育・職業教育支援   
エ．読書推進や振興のための活動   
オ．科学技術に関する教育   
カ．ICT教育   




ケ．不登校・ニート・引きこもりに対する支援   
コ．子ども・若者の居場所づくり   
サ．大人の居場所づくり   
シ．家庭教育支援   
ス．消費者教育   
セ．復興支援   
ソ．防災教育   
タ．高齢者支援   
チ．障がい者支援   
ツ．まちづくり   
テ．人権教育   
ト．環境教育   




ヌ．その他，青少年の学校外活動支援   
ネ．文化振興   
ノ．スポーツ振興   
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ハ．住民同士のネットワーク形成   
ヒ．地域支援人材の育成   
フ．他の教育関連組織・団体への助成   
ヘ．その他 
（具体的に：              ） 
  





 ➀企業 ②NPO等 
ア．行政計画・行動計画の立案への参画   
イ．審議会委員等としての参画   




オ．地域のリーダーや指導者育成   
カ．ボランティア育成   
キ．その他の地域人材の育成   
ク．教育関連事業・施設への講師派遣   
ケ．行政の施策・事業に必要な人材のコーディネート   
コ．市民向け講座・事業の実施   
サ．青少年向け講座・事業の実施   
シ．教育関連施設の運営委託   
ス．教育関連施設の指定管理   
セ．教育関連事業の委託   
ソ．職員研修   
タ．市民への情報提供   
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チ．その他（具体的に：            ）   
ツ．行っているものはない   




 ➀企業 ②ＮＰＯ等 
ア．広報範囲が広がる   
イ．社会的な信用が高まる   
ウ．斬新な企画案が得られる   
エ．専門的な知識・ノウハウを得られる   
オ．安定的な資金を得られる   
カ．お互いに成長できる   
キ．ネットワークが広がる   
ク．事務が簡素化される   
ケ．新しい分野の開拓につながる   
コ．事業の社会的インパクトが増す   
サ．お互いの強みをより生かせる   
シ．人手不足を解消・改善できる   
ス．事業のマンネリ化を防げる   
セ．地域活動の担い手を育てられる   
ソ．少ない予算で事業展開できる   
タ．迅速な対応が可能になる   
チ．事業の中で必要な支援が得られる   
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ツ．その他(具体的に：             )   
ト．特になし   
Ｑ１４. 貴教育委員会が企業・ＮＰＯ等と連携・協働する際の課題として，➀企業，②ＮＰ
Ｏ等のそれぞれについて，当てはまるもの全てに〇をつけてください。 
 ➀企業 ②NPO等 
ア．対等な立場になれない   
イ．対話の機会がない   
ウ．意思疎通が難しい   
エ．知識や情報が不足している   
オ．信頼関係が築けない   
カ．共通の目的を設定するのが難しい   
キ．共通の評価設定ができない   
ク．適正なコストの算定ができない   
ケ．長期的な社会的課題に応えていない   
コ．継続的な資金を獲得できない   
サ．前例のない取り組みに対応できない   
シ．適切な役割分担ができない   
ス．リスク分担が明示されない   
セ．相互利益の確認ができない   
ソ．企業やNPO等の人材が不足している   
タ．企業やNPO等の予算が不足している   
チ．対応窓口がみつけられない   
ツ．担当者の異動に伴う引き継ぎが円滑でない   
テ．適切なパートナーの選択が難しい   
ト．調整役がいない   
ナ．連携・協働のニーズの把握が難しい   
ニ．どのように連携・協働をしてよいかわからない   
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ヌ．その他（具体的に           ）   
ネ．特になし   










































































































平成 27 年 7 月 























【調査主体】 文部科学省 国立教育政策研究所 生涯学習政策研究部  
文部科学省 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター  
【調査期間】 平成 27 年７月 31 日（金）〜平成 27 年８月 31 日（月） 
【回答の仕方】次の２つの方法のうち，どちらか一方の方法で，調査期間内に御回答ください。 
① 下記 URL にアクセスし，Web 上で御回答ください。 
     http://www.shogai.nier.go.jp/gyoseichosa.html 
② 調査票を同封の返信用封筒にて御返送ください。 



































                              
記入者のお名前（ふりがな），役職を御記入ください。 
お名前
ふ り が な
：              所 属：         役 職：         
連絡先を御記入ください。 
〒 








１．政令指定都市 ２．中核市 ３．特例市 ４．左記１，２，３以外の市 
































１ ２ ３ ４ 
イ 生涯学習振興施策 １ ２ ３ ４ 
ゥ 文化財保護 １ ２ ３ ４ 
エ 青少年教育事業 １ ２ ３ ４ 
オ 男女共同参画教育事業 １ ２ ３ ４ 
カ 高齢者教育事業 １ ２ ３ ４ 
キ 人権教育事業 １ ２ ３ ４ 
ク スポーツ振興事業 １ ２ ３ ４ 
ケ 文化施設（文化会館等） １ ２ ３ ４ 
コ スポーツ施設  (※１) １ ２ ３ ４ 
サ 公民館  (※２)  １ ２ ３ ４ 
シ 図書館 (※３) １ ２ ３ ４ 
ス 博物館 (※４) １ ２ ３ ４ 
セ 青少年教育施設 １ ２ ３ ４ 
ソ 男女共同参画教育施設 １ ２ ３ ４ 




※４ ここでいう「博物館」は，私設・民設の博物館やその他の博物館類似施設を含みません。  
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３．職員について                                  
Ｑ４．貴教育委員会において，現在，社会教育主事として発令されている者は何名いますか。
人数を御記入ください。 
社会教育主事（         ）名 
 
 




















（                                ） 
 
 





























全委員数（    ）名   













全委員数（    ）名   


















①  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月
（        ） 
②  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月
（        ） 
③  計 画 名
（          ） 
制 定 年 月
















































































１ ２ ３ 4 
セ 教育関連事業・施設への講師派遣 １ ２ ３ 4 
ソ 男女共同参画の推進 １ ２ ３ 4 









例 エ 土曜授業への企業の出前講座 
１   
２   
３   
４   






























 ➀企業 ②ＮＰＯ等 
ア．学校での授業支援   
イ．地域における学習支援   
ウ．キャリア教育・職業教育支援   
エ．読書推進や振興のための活動   
オ．科学技術に関する教育   
カ．ICT教育   




ケ．不登校・ニート・引きこもりに対する支援   
コ．子ども・若者の居場所づくり   
サ．大人の居場所づくり   
シ．家庭教育支援   
ス．消費者教育   
セ．復興支援   
ソ．防災教育   
タ．高齢者支援   
チ．障がい者支援   
ツ．まちづくり   
テ．人権教育   
ト．環境教育   




ヌ．その他，青少年の学校外活動支援   
ネ．文化振興   
ノ．スポーツ振興   
ハ．住民同士のネットワーク形成   
ヒ．地域支援人材の育成   
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フ．他の教育関連組織・団体への助成   
ヘ．その他 
（具体的に：              ） 
  





 ➀企業 ②NPO等 
ア．行政計画・行動計画の立案への参画   
イ．審議会委員等としての参画   
ウ．施策・事業の評価・検証   
エ．行政の施策・事業実施における相談や 
コンサルティング等を通じた知見提供   
オ．地域のリーダーや指導者育成   
カ．ボランティア育成   
キ．その他の地域人材の育成   




コ．市民向け講座・事業の実施   
サ．青少年向け講座・事業の実施   
シ．教育関連施設の運営委託   
ス．教育関連施設の指定管理   
セ．教育関連事業の委託   
ソ．職員研修   
タ．市民への情報提供   
チ．その他（具体的
に：            ） 
  
ツ．行っているものはない   
170 
 




 ➀企業 ②ＮＰＯ等 
ア．広報範囲が広がる   
イ．社会的な信用が高まる   
ウ．斬新な企画案が得られる   
エ．専門的な知識・ノウハウを得られる   
オ．安定的な資金を得られる   
カ．お互いに成長できる   
キ．ネットワークが広がる   
ク．事務が簡素化される   
ケ．新しい分野の開拓につながる   
コ．事業の社会的インパクトが増す   
サ．お互いの強みをより生かせる   
シ．人手不足を解消・改善できる   
ス．事業のマンネリ化を防げる   
セ．地域活動の担い手を育てられる   
ソ．少ない予算で事業展開できる   
タ．迅速な対応が可能になる   
チ．事業の中で必要な支援が得られる   
ツ．その他(具体的
に：             ) 
  





 ➀企業 ②NPO等 
ア．対等な立場になれない   
イ．対話の機会がない   
ウ．意思疎通が難しい   
エ．知識や情報が不足している   
オ．信頼関係が築けない   
カ．共通の目的を設定するのが難しい   
キ．共通の評価設定ができない   
ク．適正なコストの算定ができない   
ケ．長期的な社会的課題に応えていない   
コ．継続的な資金を獲得できない   
サ．前例のない取り組みに対応できない   
シ．適切な役割分担ができない   
ス．リスク分担が明示されない   
セ．相互利益の確認ができない   
ソ．企業やNPO等の人材が不足している   
タ．企業やNPO等の予算が不足している   
チ．対応窓口がみつけられない   
ツ．担当者の異動に伴う引き継ぎが円滑でない   
テ．適切なパートナーの選択が難しい   
ト．調整役がいない   
ナ．連携・協働のニーズの把握が難しい   
ニ．どのように連携・協働をしてよいかわからない   
ヌ．その他（具体的に           ）   




















































































































  人口規模（人） 度 数 割合（％） 
１ 100 万未満 8 17.8 
２ 100 万以上 200 万未満 20 44.4 
３ 200 万以上 400 万未満 10 22.2 
４ 400 万以上 800 万未満 4 8.9 
５ 800 万以上 3 6.7 
合   計 45 100.0 
 
Q２ 貴自治体教育委員会は，現在，管内に教育事務所を設置していますか。 
 度 数 割 合（％） 
１．設置している 38 84.4 
２．設置していない 7 15.6 
無回答 0 0.0 





  度 数 割合（％） 
1 事務所 1 2.2 
2 事務所 6 13.3 
3 事務所 5 11.1 
4 事務所 6 13.3 
5 事務所 7 15.6 
6 事務所 6 13.3 
7 事務所 4 8.9 
9 事務所 7 15.6 
14 事務所 1 2.2 
無回答 2 4.4 




























































































































































































































































 度 数 割合（％） 
０人 １ 2.2 
１〜10 人 16 35.6 
11〜20 人 12 26.7 
21〜30 人 4 8.9 
31〜40 人 5 11.1 
41 人以上 5 11.1 
無回答 2 4.4 





 度 数 割 合（％） 
 ある 27 60.0 
 ない 16 35.6 
 無回答 2 4.4 















富山県 富山県ボランティア・NPO 協働ガイドライン 
石川県 「NPO との協働に関する手引（平成 14年３月）」 
愛知県 あいち協働ルールブック 2004 
三重県 夢をかたちにするまちづくり～「新しい公共」のヒント集～ 
和歌山県 『NPO との協働推進ガイドライン』 
奈良県 奈良県協働推進指針 
岡山県 岡山県と NPO との協働の手引き 
177 
 





















 度 数 割 合（％） 
１．生涯学習推進計画を策定 12 26.7 
２．社会教育計画を策定 0 0.0 
３．教育振興基本計画の中に位置づけて策定 26 57.8 
４．上記１～３以外の総合的な計画を策定 2 4.4 
５．策定していないが，現在は策定を検討中 1 2.2 
６．策定しておらず，策定の検討もしていない 2 4.4 
無回答 2 4.4 


































 度 数 割 合（％） 
1.青少年の参画がある 6 13.3 
2.青少年の参画を検討したことはあるが，参画はない 1 2.2 
3.青少年の参画を検討したこともなく，参画もない 35 77.8 
無回答 3 6.7 








年月（予定を含む）を教えてください。複数ある場合には主な計画を 3 つまで御記入ください。 
 
都道府県名 計画名 制定年月 
三重県 みえ県民力ビジョン 平成 24 年 4 月 
高知県 高知県子どもの環境づくり推進計画（第三期） 平成 25 年 12 月 
石川県 石川の教育振興基本計画 平成 23 年 1 月 
岡山県 子ども若者育成支援計画 平成 24 年 3 月 
岩手県 いわて青少年育成プラン 平成 27 年 3 月 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Q14. 貴教育委員会が企業・NPO 等と連携・協働する際の課題として，①企業，②NPO 等のそ
れぞれについて，当てはまるもの全てに〇をつけてください。 
 ①企業 ②NPO 等 
ア．対等な立場になれない ３ (6.7%) 
2 
(4.4%) 































































































































































































































































































































































福島県 放課後子ども教室 オールふくしまリーダー育成プロジェクト 
茨城県 いばらき子ども大学 
NPO 法人を核として大学・団体・行政また企業によりコンソーシアムを結









楽天 IT 学校 


















































































































































 度 数 割 合
（％） 
１.政令指定都市 14 1.1 
２.中核市 41 3.2 
３.特例市 24 1.9 
４.上記 1.2.3.以外の市 551 42.7 
５.東京都特別区 21 1.6 
６.町 525 40.7 
７.村 113 8.8 






  人口規模（人） 度 数 割合（％） 
１ 1 万未満 287 22.3 
２ 1 万以上５万未満 531 41.2 
３ ５万以上 10 万未満 223 17.3 
４ 10 万以上 50 万未満 220 17.1 
５ 50 万以上 28 2.2 







































































































































































































































































 度 数 割合（％） 
０人 506 39.3 
１人 461 35.8 
２人 147 11.4 
３人 61 4.7 
４人 39 3.0 
５人以上 64              5.0 
無回答 11 0.9 





 度 数 割 合（％） 
 ある 280 21.7 
 ない 963 74.7 
 無回答 46 3.6 
  合 計 1289 100.0 
 
Q５－１ 「ある」と回答した自治体の基本方針や根拠条例（記述があったもの） 























青森県 八戸市 八戸市協働のまちづくり基本条例 
 196 





















石巻市 NPO 支援に関する基本方針 
白石市 第五次白石市総合計画 
多賀城市 多賀城市市民活動推進指針 









































































太田市 太田市まちづくり基本条例 ３２条 



































越谷市 越谷市自治基本条例。自治の基本理念 第 4 条。参加の原則 第 5 条。協働の原則 
第 6 条。情報共有の原則 第 7 条 
蕨市 蕨市市民参画と協働を推進する条例 
戸田市 戸田市自治基本条例 
入間市 入間市協働ガイドライン  






















松戸市 １．松戸市協働のまちづくり条例 ２．松戸市協働事業の実施に関する規則 ３．
松戸市協働のまちづくり協議会の組織及び運営に関する規則 ４．松戸市協働事業
負担金交付要綱 ５．松戸市協働のまちづくり基金条例 


















































































































































































































刈谷市 刈谷市共存・協働のまちづくり推進条例  
豊田市 ○豊田市中央図書館条例 ○豊田市中央図書館運営基本方針 
安城市 ○安城市自治基本条例 
○安城市市民協働推進条例  ○安城市協働に関する指針 





大府市 ○大府市協働のまちづくり推進条例（HP あり） ○大府市協働のまちづくり推進
のための指針 3（HP あり） 
知多市 知多市市民活動推進条例 
























































































姫路市 ①姫路市市民活動，協働推進指針 ②姫路市まちづくりと自治の条例 


















香芝市 香芝市商工振興基本方針。第 2 次香芝市生涯学習推進基本計画。 






和歌山市 つながり力 つれもていこら わかやまし～市民公益活動団体と行政の協働指針
～ 
橋本市 橋本市協働の基本指針 
田辺市 田辺市市民活動促進指針（平成 15 年 6 月制定） 
紀の川市 協働によるまちづくりの指針 



























































観音寺市 観音寺市総合振興計画（第１章 市民みんなで取り組む“地域協働のまちづくり”） 








































多久市 ○第 4 次多久市総合計画 ○多久市市民活動推進費補助金交付要綱 
基山町 基山町まちづくり基本条例 
大町町 大町町第四次総合計画 
長崎県 佐世保市 市民協働推進計画（第二次計画） 
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中津市 ○中津市地域協育振興プラン推進事業 ○中津市景観計画 
日田市 第５次日田市総合計画 「市民協働によるまちづくり」 







































 度 数 割 合（％） 
１．生涯学習推進計画を策定 350 27.2 
２．社会教育計画を策定 131 10.2 
３．教育振興基本計画の中に位置づけて策定 284 22.0 
４．上記１～３以外の総合的な計画を策定 222 17.2 
５．策定していないが，現在は策定を検討中 96 7.4 
６．策定しておらず，策定の検討もしていない 185 14.4 
無回答 21 1.6 







































































南会津町 第 2 次南会津町総合振興計画 
柳津町 町振興計画 
昭和村 第 5 次昭和村振興計画 
泉崎村 第 5 次泉崎村総合振興計画 
古殿町 古殿町第６次振興計画 





























甘楽町 甘楽町第 5 次総合計画 
嬬恋村 総合計画 
高山村 第 5 次高山村総合計画 
川場村 川場村総合計画 
玉村町 玉村町総合計画 










蓮田市 蓮田市第 4 次総合振興計画基本構想 
幸手市 第 5 次幸手市総合振興計画後期基本計画 
























白井市 総合計画 基本計画 
いすみ市 第 1 次総合計画（後期基本計画） 
神崎町 神崎町第４次総合計画 
多古町 多古町総合計画にて記述あり 









千代田区 ちよだみらいプロジェクト（千代田区第 3 次基本計画 2015） 











北区 北区教育ビジョン 2015 
江戸川区 江戸川区長期計画 
清瀬市 清瀬市教育総合計画マスタープラン 









湯河原町 ゆがわら 2011 プラン（湯河原町新総合計画） 
清川村 第３次清川村総合計画 
新発田市 新発田市まちづくり総合計画 












勝山市 第 5 次勝山市総合計画 
鯖江市 第５次鯖江市総合計画改訂版 





富士吉田市 第 5 次富士吉田市総合計画 
西桂町 西桂町第 5 次長期総合計画 










































牧之原市 第 2 次牧之原市総合計画 























朝日町 第 5 次朝日町総合計画 第 3 節生涯学習の推進 
大台町 総合計画の中で位置づけて策定 
度会町 町総合計画 







福知山市 第 4 次福知山市総合計画後期計画 







































  太地町 太地町教育概要 





































































田川市 田川市第 5 次総合計画 
福津市 福津市総合計画 
糸島市 糸島市教育大綱 
宇美町 第 6 次宇美町総合計画 
篠栗町 第５次篠栗町総合計画 
遠賀町 遠賀町生涯学習まちづくり基本構想・基本計画(H24~H33)  遠賀
町生涯学習まちづくり実施計画(H24~H33) 
鞍手町 第 5 次鞍手町総合計画策定中 
大刀洗町 第 4 次大刀洗町総合計画 
添田町 第５次総合計画 
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糸満市 第 4 次糸満市総合計画 
沖縄市 沖縄市スポーツ推進計画 

































 度 数 割 合
（％） 




3.青少年の参画を検討したこともなく，参画もない 1053 81.7 
無回答 27 2.1 























札幌市教育振興基本計画 平成 26年 2月 
第２次札幌市子供の読書活動推進計画 平成 22年 9月 
新さっぽろ子ども未来プラン 平成 27年 3月 
帯広市 教育基本計画 平成 22年 3月 
留萌市 子ども子育て支援事業計画 平成 27年 4月 
石狩市 石狩市子ども・子育て支援事業計画 平成 27年 4月 
佐呂間町 
  
第３期佐呂間町総合計画 平成 13年 3月 
第６次佐呂間町社会教育中期計画 平成 23年 3月 
浦幌町 
  
浦幌町社会教育中期計画 平成 23年 3月 
浦幌町子どもの読書活動推進計画 平成 24年 3月 
宮城県  亘理町 亘理町子ども読書活動推進計画 平成 28年 3月（予定） 
美里町 
  
美里町総合計画 平成 28年 4月（予定） 
美里町生涯学習振興計画 平成 20年 3月 
福島県 
  
白河市 白河市第 2次総合計画基本構想 平成 25年 3月 
西会津町 第 3次西会津町生涯学習振興計画 平成 27年 3月 
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東松山市 ひがしまつやま子ども夢プラン 平成 27年 3月 
春日部市 春日部市次世代育成支援行動計画 平成 22年 3月 
富士見市 富士見市次世代育成支援行動計画 平成 22年 3月 











第 2次世田谷区教育ビジョン 平成 26年 3月 
世田谷区子ども計画 平成 27年 3月 
武蔵野市 第四次子どもプラン武蔵野 平成 27年 3月 
国立市 第 2次子ども総合計画 平成 23年 
狛江市 第２期狛江市教育振興基本計画 平成 26年 11月 





平成 27年 3月 
「西東京市教育計画（平成 26年度～平成 30年度）」 平成 26年 3月 
神奈川県 相模原市 相模原市次世代育成支援行動計画（後期計画） 平成 22年 3月 









小松市 中高生との意見交換会 平成 27年 12月（予定） 
内灘町 子どもの権利条例推進計画 平成 24年 1月 1日 




松本市 松本市子どもにやさしいまちづくり推進計画 平成 27年 3月 
南箕輪村 南箕輪村第 5次総合計画 平成 27年度中 
喬木村 喬木村子ども子育て支援事業計画 平成 26年 3月 
静岡県 牧之原市 第 2次牧之原市総合計画 
牧之原市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
平成 26年 9月 
平成 27年 3月 
愛知県 
  
名古屋市 教育振興基本計画 平成 27年 3月 
愛西市 愛西市まち・ひと・しごと創生総合戦略 平成 28年 3月 
三重県 鈴鹿市 子どもの健全育成推進基本計画 平成 21年 4月 
京都府 
  
京都市 京都市基本計画 平成 23年 2月 




芦屋市 芦屋市子ども・若者計画 平成 27年 3月 
上郡町 
  
上郡町第 5次総合計画 現在策定中 








橿原市次世代育成支援行動計画 前期計画 平成 16年 3月 




第 4次香芝市総合計画 平成 23年 3月 
香芝市子ども読書活動推進計画 平成 20年 3月 
香芝市環境基本計画 平成 20年 7月 
鳥取県 南部町 南部町地方創生総合戦略 平成 27年 
岡山県 倉敷市 第二次生涯学習推進計画 平成 23年 3月 
広島県 世羅町 世羅町子供の読書活動推進計画（第二次） 平成 26年 8月 
山口県 宇部市 宇部市教育振興基本計画 平成 25年 7月 
徳島県 鳴門市 鳴門市スポーツ推進計画 平成 27年 
高知県 香美市 香美市教育振興基本計画 平成 26年 3月 
福岡県 
  
大牟田市 大牟田市青少年健全育成プラン 平成 27年 3月 
大野城市 夢とみらいの子どもプラン 平成 20年 4月 
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    夢とみらいの子どもプラン２ 平成 26年 3月 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Q14. 貴教育委員会が企業・NPO 等と連携・協働する際の課題として，①企業，②NPO 等の
それぞれについて，当てはまるもの全てに〇をつけてください。 








































































































































































































・町内に NPO 無し 





・連携できる NPO 等が少ない。 
























Q15. 特色ある教育活動を展開している企業・NPO 等と活動内容 






























NPO 法人 留萌体育協会 
市内,社会教育施設の指定管理を行いながら,スポーツや文
化活動,読書の普及に努めている。 







































































町 PTA 連合会との共催による講演会を開催している。 
安平町 










































































































































































NPO 法人 ジョイナス 
各種スポーツ教室等の開催 
地区スポーツ大会等の活動支援 














































































































































































































































新座市 サンケン電気株式会社 環境教育支援ネットワークきづき 
北本市 国際ラウンジ委員会 外国人への日本語教育。国際交流。 





































NPO 法人「ハートフル」 非行防止教室 
群馬アトム 障碍者野球チーム 

























































NPO 法人 ナルクかずさ 
NPO 法人の地域支部として各種地域行事等で子ども体験
事業等を展開 




















































































































































ラ・オカリーナ Y オカリナ製作・演奏 










































十日町市 青少年育成十日町市民会議 NPO 法人笹山縄文の里 
村上市 















































































































NPO 法人 39アース新保キッズクラブ 
かほく市 
























NPO 法人 WAC おばま 
まちづくり・社会教育・子どもの健全育成など。 
（具体的には親子化石教室など。） 


















































































飯田 OIDE 長姫高校電気部 ロボット教室での制作アシスタント 






岐阜市 NPO 法人 MeetsVision 社会教育・キャリア教育支援 































































焼津市 NPO 法人 イーランチ NPO 法人静岡家庭教育サポート協会 


















NPO 法人 おでかけクラブ 
介護が必要な状態にならないための介護予防の手伝い（会
話や趣味を共有できる場所の提供）をしている。 




NPO 法人 緑志会 
荒廃した森林の整備や子供たちへの森林教育として植樹を
行っている。 










































































































































































































































































































PC 本体の分解やプログラミングを通して PC の構造と機
能を学ぶ「ものづくり教室」をはじめ,情報モラル教育支
援,ICT 活用の授業支援,デジタル教室の支援等 
































































































































































































































































































  高齢者の集いへの参加 





















NPO 法人 とがの元気村 
村役場（事務所）を持ち全方位的展開。社会教育施設の管
理のみならず,独自の企画運営。 





































































































































































































NPO 法人 中津文化協会 文化会館の管理運営,催し物企画（指定管理） 
慶應アカデミー 放課後子ども教室,学びのススメ土曜塾講師派遣 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3中学校の 1年生対象の土曜学習と中 3対象の夏休み補習 












































































































  高齢者の集いへ訪問し交流。 
  プルタブ回収を地域の企業などにも協力をお願いし,町内の福祉
施設へ車イスの寄付を行う。 
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